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※　兵庫県では、「超過税率」を適用しています。

（１） （％）

兵庫県の
税率

標準税率
兵庫県の

税率
標準税率

兵庫県の
税率

標準税率
兵庫県の

税率
標準税率

年 400 万 円
以 下 の 所 得 　　0.495 　　0.4 　　0.395 　　0.3 　　1.755 　　1.6 　　2.39 　　2.2

年 400 万 円 を 超 え
年800万円以下の所得 　　0.835 　　0.7 　　0.635 　　0.5 　　2.53 　　2.3 　　3.475 　　3.2

年 800 万 円 を 超 え る
所 得 　　1.18 　　1.0 　　0.88 　　0.7 　　3.4 　　3.1 　　4.66 　　4.3

　　1.18 　　1.0 　　0.88 　　0.7 　　3.4 　　3.1 　　4.66 　　4.3

- - - - - - - -

　　1.26 　　1.2 　　1.26 　　1.2 　　0.756 　　0.72 　　0.504 　　0.48

　　0.525 　　0.5 　　0.525 　　0.5 　　0.315 　　0.3 　　0.21 　　0.2

　　1.065 　　1.0 　　0.965 　　0.9 　　0.965 　　0.9 　　0.965 　　0.9

（２） （％）

0.3885

0.1575

0.8025

0.37

0.15

0.75

※　電気供給業のうち、小売電気事業等・発電事業等に係る法人事業税については（２）の税率を用います。
　　　ただし、令和２年３月31日までに開始する事業年度については（１）の税率を用います。

令和２年４月1日から
令和3年3月31日まで
に開始する事業年度

兵庫県の税率 標準税率

適　用　期　間

付 加 価 値 割

資 本 割

収 入 割

適　用　期　間

収 入 割
※電気供給業（小売電気事業等・
発電事業等を除く。）、ガス供給
業 、
保 険 業 、 貿 易 保 険 業

軽 減 税 率
適 用 法 人

３ 府 県 以 上 に
事 務 所 を 有 す る 法 人

解散(合併による解散を除く｡)
に よ る 清 算 所 得

付 加 価 値 割

兵庫県における外形標準課税対象法人の税率

令和元年10月1日から
令和3年3月31日まで
に開始する事業年度

平成28年4月1日から
令和元年9月30日まで
に開始する事業年度

所

得

割

資 本 割

平成27年4月1日から
平成28年3月31日まで
に開始する事業年度

平成26年10月1日から
平成27年3月31日まで
に開始する事業年度

※　清算所得に課税されるのは、平成22年９月30日以前に解散した法人に限ります。
　　 平成22年10月１日以後に解散した法人は、所得金額に課税されます。
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第６号様式 関係府県すべてに提出します。

【付加価値額総額 ㉝】
第６号様式別表５の２の⑪欄の金額を記載します。
（分割前の課税標準額の総額）

【付加価値額 ㉞】
（１）・兵庫県にのみ事務所等を有する法人

㉝欄の金額を記載します。
・２以上の都道府県に事務所等を有する法人

第10号様式の事業税の「分割課税標準額」の欄の兵庫県
分の金額を記載します。（分割後の課税標準額）

（２）1,000円未満の端数は切り捨ててください。

【資本金等の額総額 ㉟】
第６号様式別表５の２の㉔欄の金額を記載します。
（分割前の課税標準額の総額）

【㊺の内訳 （㊻～㊾までの欄）】

・割ごとの内訳の金額をそれぞれ記載します。
この場合において、負数が生じる場合は△印を付してそのまま
記載します。

・初めて外形標準課税の対象となった法人の予定申告額（既に
納付の確定した当期分の事業税額㊸）は、全額を所得割として
算定してください。

【資本金等の額 ㊱】
（１）・兵庫県にのみ事務所等を有する法人

㉟欄の金額を記載します。

・２以上の都道府県に事務所等を有する法人
第10号様式の事業税の「分割課税標準額」の欄の兵庫県

分の金額を記載します。（分割後の課税標準額）
（２）1,000円未満の端数は切り捨ててください。

【見込納付額 50】
確定申告書の提出期限が延長されている法人が事業税につき

当該申告書の提出前に納付した金額を記載します。

税率は、すべて超過税率を用いてください。
（税率についてはP.１「兵庫県の税率」を参照してください）

【収入割】
収入金額課税事業（法第72条の２第１項第２号に掲げる事業をいい

ます。）を行う法人（電気供給業（小売電気事業等及び発電事業等を
除きます。）、ガス供給業、保険業及び貿易保険業を行う法人）のみ
が記載します。

【収入金額総額 ㊲】
・電気供給業（小売電気事業等及び発電事業等を除きます。）、

ガス供給業を行う法人
→ 第６号様式別表６の⑩欄の金額を記載します。

・生命保険会社又は外国生命保険会社等
→ 第６号様式別表７の⑤欄の金額を記載します。

・損害保険会社又は外国損害保険会社等
→ 第６号様式別表８の⑦欄の金額を記載します。

・少額短期保険業者
→ 第６号様式別表８の⑲欄の金額を記載します。

・株式会社日本貿易保険

→ 第６号様式別表８の㉓欄の金額を記載します。

【収入金額 ㊳】
（１）・兵庫県にのみ事務所等を有する法人

㊲欄の金額を記載します。

・２以上の都道府県に事務所等を有する法人
第10号様式の事業税の「分割課税標準額」の欄の兵庫県分の

金額を記載します。（分割後の課税標準額）
（２）1,000円未満の端数は切り捨ててください。

外形標準課税対象法人に係る記載の仕方です。

【記載にあたって】
※ この申告書は法第72条の２第１項第１号又は第２号に掲げる事業

を行う法人（同項第１号に掲げる事業と同項第２号に掲げる事業とを
併せて行う法人を含み、同項第３号に掲げる事業を行う法人を除きま
す。）が仮決算に基づく中間申告（連結法人以外の法人が行う中間申
告に限ります。）、確定した決算に基づく確定申告又はこれらに係る修
正申告をする場合に使用します。
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第６号様式（その２） 関係府県すべてに提出します。

【付加価値額総額 ㉝、㊶】
法第72条の２第１項各号に掲げる事業に係る第６号様式
別表５の２の⑪欄の金額を記載します。
（分割前の課税標準額の総額）

【付加価値額 ㉞、㊷】
（１）・兵庫県にのみ事務所等を有する法人

㉞欄には㉝欄（㊷欄には㊶欄）の金額を記載します。
・２以上の都道府県に事務所等を有する法人

法第72条の２第１項各号に掲げる事業に係る第10号
様式の事業税の「分割課税標準額」の欄の兵庫県分
の金額を記載します。（分割後の課税標準額）

（２）1,000円未満の端数は切り捨ててください。

【資本金等の額総額 ㉟、㊸】
法第72条の２第１項各号に掲げる事業に係る第６号様式
別表５の２の㉔欄の金額を記載します。
（分割前の課税標準額の総額）

【資本金等の額 ㊱、㊹】
（１）・兵庫県にのみ事務所等を有する法人

㊱欄には㉟欄（㊹欄には㊸欄）の金額を記載します。

・２以上の都道府県に事務所等を有する法人
法第72条の２第１項各号に掲げる事業に係る第10号
様式の事業税の「分割課税標準額」の欄の兵庫県分
の金額を記載します。（分割後の課税標準額）

（２）1,000円未満の端数は切り捨ててください。

【 53 の内訳 （ 54 ～ 61 までの欄）】

・割ごとの内訳の金額をそれぞれ記載します。
この場合において、負数が生じる場合は△印を付してそのまま
記載します。

・初めて外形標準課税の対象となった法人の予定申告額（既に
納付の確定した当期分の事業税額 51）は、全額を所得割として
算定してください。

【見込納付額 62 】
確定申告書の提出期限が延長されている法人が事業税につき

当該申告書の提出前に納付した金額を記載します。

税率は、すべて超過税率を用いてください。
（税率についてはP.１「兵庫県の税率」を参照してください）

【収入割 ㊲、㊳】
法第72条の２第１項第２号に掲げる事業のうち、電気供給業（小売

電気事業等及び発電事業等を除きます。）及びガス供給業、保険業
及び貿易保険業を行う法人）のみが記載します。

【収入金額総額 ㊲】
・電気供給業（小売電気事業等及び発電事業等を除きます。）、

ガス供給業を行う法人
→ 第６号様式別表６の⑩欄の金額を記載します。

・生命保険会社又は外国生命保険会社等
→ 第６号様式別表７の⑤欄の金額を記載します。

・損害保険会社又は外国損害保険会社等
→ 第６号様式別表８の⑦欄の金額を記載します。

・少額短期保険業者
→ 第６号様式別表８の⑲欄の金額を記載します。

・株式会社日本貿易保険
→ 第６号様式別表８の㉓欄の金額を記載します。

【収入金額 ㊳】
（１）・兵庫県にのみ事務所等を有する法人

㊲欄の金額を記載します。

・２以上の都道府県に事務所等を有する法人
法第72条の２第１項第２号に掲げる事業に係る第10号様式
の事業税の「分割課税標準額」の欄の兵庫県分の金額を記
載します。（分割後の課税標準額）

外形標準課税対象法人に係る記載の仕方です。

【記載にあたって】
※ この申告書は法第72条の２第１項第３号に掲げる事業を行う法人

（同項第１号又は第２号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを
併せて行う法人及び同項第１号に掲げる事業、同項第２号に掲げる
事業及び同項第３号に掲げる事業を併せてを行う法人を含みます。）
が仮決算に基づく中間申告（連結法人以外の法人が行う中間申告に
限ります。）、確定した決算に基づく確定申告又はこれらに係る修正申
告をする場合に使用します。

【収入割 ㊺、㊻】
・法第72条の２第１項第３号に掲げる事業（電気供給業のうち小売

電気事業等・発電事業等）を行う法人のみが記載します。

【収入金額総額 ㊺】
・電気供給業のうち小売電気事業等・発電事業等を行う法人

→ 法第72条の２第１項第３号に掲げる事業に係る
第６号様式別表６の⑩欄の金額を記載します。

【収入金額 ㊻】
（１）・兵庫県にのみ事務所等を有する法人

㊺欄の金額を記載します。

・２以上の都道府県に事務所等を有する法人
法第72条の２第１項第３号に掲げる事業に係る第10号様式
の事業税の「分割課税標準額」の欄の兵庫県分の金額を記
載します。（分割後の課税標準額）

（２）1,000円未満の端数は切り捨ててください。
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第６号様式別表５

【非課税等所得 ⑲～㉓】
非課税事業を行う法人の場合に記載してください。

【外国の事業に帰属する所得 ⑰】

特定内国法人が外国の事業に帰属する付加価値額の計算を区分計算に

より行う場合は、この欄の金額を外国の事業に帰属する単年度損益として

別表５の２の２の⑨欄に転記してください。

※特定内国法人・・・国内に主たる事務所等を有し、外国に支店などを設
けて事業を行う法人のこと。

この計算書は、法第72条の２第１項第３号に掲げる事業を行う法人、社会

保険等に係る所得のある医療法人等、外国に恒久的施設を有する法人、非

課税事業とその他の事業を併せて行う法人、特定目的会社又は投資法人な

どが課税標準となる所得の計算を行う場合又は単年度損益の計算を行う場

合に記載し、第６号様式又は第６号様式（その２）の申告に添付します。

また、外国の事業に帰属する所得のある法人又は非課税等所得のある法

人は、外国の事業に帰属する所得の計算又は非課税等所得の計算に関す

る明細書を添付してください。

【仮計（①＋⑧－⑮） ⑯】

特定内国法人又は非課税事業をあわせて行う法人は、付加価値額の総

額の計算における単年度損益として、この欄の金額を、別表５の２の２④
欄に転記します。

関係府県すべてに提出します。

外形標準課税対象法人に係る記載の仕方です。

【外国における事務所又は事業所の期末の従業者数 ㊲

期末の総従業者数 ㊳】

（１）従業者の数は、当該事業年度終了の日（法第72条の26第１項ただし書

又は法第72条の48第２項ただし書の規定による申告にあっては、当該事

業年度開始の日から６月を経過した日の前日）現在における従業者数を

記載します。

（２）収入金額課税事業（法第72条の２第１項第２号に掲げる事業をいいます。

以下同じです。）を併せて行う法人にあっては、収入金額課税事業に係る

従業者数を除いた人数を記載します。

（３）非課税事業を併せて行う法人にあっては、非課税事業に係る従業者数

を含む人数を記載します。

（４）外国の事務所又は事業所（政令第20条の２の20第１項に規定する外国

の事務所又は事業所をいいます。以下同じです。）を有しない内国法人が

事業年度の中途において外国の事務所又は事業所を有することとなった

場合又は特定内国法人（法第72条の19に規定する特定内国法人をいいま

す。）が事業年度の中途において外国の事務所又は事業所を有しないこと

となった場合には、㊲の欄には、当該事業年度に属する各月の末日現在

における外国の事務所又は事業所の従業者の数を合計した数を当該事業

年度の月数で除して得た数を記載し、㊳の欄には、当該事業年度に属する

各月の末日現在における法の施行地内に有する事務所又は事業所の従

業者の数を合計した数を当該事業年度の月数で除して得た数と当該事業

年度に属する各月の末日現在における外国の事務所又は事業所の従業者

の数を合計した数を当該事業年度の月数で除して得た数とを合計した数を

記載します。

※ 法第72条の24前段の規定による区分計算の方法により事業税に係る所

得計算をする法人は記載する必要がありません。

【所得金額差引計（⑱－㉓） ㉔】

特定内国法人又は非課税事業をあわせて行う法人は、この欄の金額が単

年度損益となりますので、別表５の２の⑤欄に転記してください。

※ なお、特定内国法人が外国の事業に帰属する付加価値額の計算を従業

者数按分により行う場合の単年度損益は、⑯欄の金額に⑩欄の金額を加

えた金額から、㉓欄の金額及び別表５の２の２の⑨欄の金額を控除した金
額となります。

【（法第72条の２第１項 第１号・第３号 に掲げる事業）】
事業の区分に応じて「第１号」と「第３号」のいずれかを○印で囲んでください。

法第72条の２第１項 第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せ
て行う法人（同項第１号ロに掲げる法人に限ります。）にあっては、それぞれの
事業に係る所得の金額の計算の別を明らかにして記載し、同項第１号に掲げる
事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う法人（同項第１号イに掲げる法
人に限ります。）にあっては、同項第１号に掲げる事業に係る所得の金額及び
単年度損益と同項第３号に掲げる事業に係る単年度損益との計算の別を明ら
かにして記載し、それぞれの事業ごとに提出してください。

【繰越欠損金額等又は災害損失金額の当期控除額 ㉕

債務免除等があった場合の欠損金額等の当期控除額 ㉖】

法第72条の２第１項第３号イに掲げる法人が同号に掲げる事業に係る単
年度損益の計算を行う場合には、この欄は記載しないでください。
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第６号様式別表５の２

【期首現在の金額 ㉕】
当該事業年度の前事業年度終了の日現在における金額をそれぞれ記載します。

【収益配分額の計算 ①～④】

次に掲げる法人の区分ごとに、それぞれ次に定める金額を記載します。

（１）特定内国法人又は非課税事業とその他の事業とを併せて行う法人

第６号様式別表５の２の２の㉝、㉞又は㉟の各欄の金額

（２）その他の法人

第６号様式別表５の３の⑫、第６号様式別表５の４の③又は第６号様式
別表５の５の③の各欄の金額

【雇用安定控除額の計算 （⑧～⑨）】

⑧欄は、１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨ててください。
⑧及び⑨欄は、⑦欄が７０％を越える場合に限り記載します。

この割合に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げてください。

【単年度損益 ⑤】

（１）特定内国法人又は非課税事業とその他の事業とをあわせて行う法人

第６号様式別表５の㉔欄の金額

※ ただし、外国の事業に帰属する付加価値額の計算を従業者数あん分に

より行う場合の特定内国法人の単年度損益は、別表５の⑯欄の金額に別

表５の⑩欄の金額を加えた金額から、別表５の㉓欄の金額及び別表５の

２の２の⑨欄の金額を控除した金額となります。

（２）その他の法人

第６号様式の 67 欄の金額

【期中に金額の増減があった場合の理由等】

㉖欄及び㉗欄に記載したそれぞれの金額の増加又は減少ごとに理由を記載し
ます。

【課税標準となる付加価値額】
第６号様式の付加価値額の総額（㉝欄）若しくは第６号様式（その２）の付加価値

額の総額（㉝欄又は㊶欄）へ転記します。

関係府県すべてに提出します。 主たる府県へ提出する場合は別表５の３、５の４、５の５を添付してください。

この様式は外形標準課税に係る別表の総括表です。

【資本金等の額 ⑫】

次に掲げる法人の区分ごとに、それぞれ次に定める金額を記載します。

（１） 収入金額課税事業（法第72条の２第１項第２号に掲げる事業をいいます。）とその他の事業とを併せて行う法人

→ 第６号様式別表５の２の３の②欄の金額

（２） 課税標準の特例（法附則第９条第１項）の規定の適用を受ける法人

→ 第６号様式別表５の２の３の㉕欄の金額

（３） 法第72条の21第１項第１号から第３号までの規定又は第２項の規定の適用を受ける法人

→ 第６号様式別表５の２の３の㉓欄の金額

（４） 課税標準の特例（法附則第９条第２項、第11項、第12項及び第18項）の規定の適用を受ける法人

→ 銀行法第５条第１項に規定する金額

（５） 課税標準の特例（法附則第９条第３項）の規定の適用を受ける法人

→ １０億円

（６） その他の法人

→ 下表「資本金の額及び資本準備金の額の合算額２」の㉘の欄の金額又は下表「法人税の資本金等の額

又は連結個別資本金等の額３」の㉘の欄の金額のいずれか大きい方の額

この月数は、暦に従って計算し、１月に満たないときは１月とし、１月に満たない端数を
生じたときは切り捨ててください。

この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨ててください。

【控除額計 ⑮】

次に掲げる法人が、当該法人の区分ごとに、それぞれ次に定める金額を記載します。

（１） 特定内国法人又は非課税事業を併せて行う法人（（２）に掲げる法人である場合

を含みます。）

→ 第６号様式別表５の２の３の⑫欄の金額

（２） 課税標準の特例（法附則第９条第４項から第７項まで）の規定の適用を受ける法人

→ 第６号様式別表５の２の３の㉚欄の金額

（３） 外国法人

→ 第６号様式別表５の２の３の㉟欄の金額

（４） 法第72条の21第６項（一定の持株会社の資本金等の額の算定）の規定の適用を
受ける内国法人で、（１）又は（２）に掲げる法人以外の法人

→ 第６号様式別表５の２の４の⑩欄の金額

【資本金等の額の圧縮 ⑰～⑲】

（１） 下記のとおり、資本金等の額の圧縮措置が設けられています。

イ ⑯欄の金額が1,000億円以下のとき

→ 当該金額を⑰欄に記載します。

ロ ⑯欄の金額が1,000億円を超え5,000億円以下のとき

→ 当該金額を1,000億円以下の金額及び1,000億円を超え5,000億円以下の金

額に区分して⑰及び⑱の各欄にそれぞれ記載します。

ハ ⑯欄の金額が5,000億円を超えるとき

→ 当該金額を1,000億円以下の金額、1,000億円を越え5,000億円以下の金額

及び5,000億円を超え１兆円以下の金額に区分して、それぞれ⑰、⑱及び⑲

の各欄に記載します。

※ 事業年度が１年に満たない場合は、上記の金額は当該事業年度の月数を乗じ

て12で除した金額になります。

（２） ⑰から⑲までの欄の金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨
ててください。

【課税標準となる資本金等の額 ㉔】
第６号様式の資本金等の額総額（㉟欄）若しくは第６号様式（その２）の資本金等の額総

額（㉟欄又は㊸欄）へ転記します。
※ ただし、この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額を

記載します。

清算中の法人は資本金等の額がないものとみなされるので、

記載する必要はありません。

概ね、法人税別表五（一）に記載したところに準じて記載します。

第６号様式㉝欄若しくは

第６号様式（その２）㉝欄又は㊶欄へ転記

第６号様式㉟欄へ転記

第６号様式（その２）㉟欄又は㊸欄へ転記

【（法第72条の２第１項 第１号・第３号 に掲げる事業）】
事業の区分に応じて「第１号」と「第３号」のいずれかを○印で囲んでください。

法第72条の２第１項 第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う
法人にあっては、それぞれの事業に係る付加価値額及び資本金等の額の計算の別
を明らかにして記載し、それぞれの事業ごとに提出してください。

【国内における所得等課税事業又は収入金額等課税事業に係る期末の従業者数 ㉑～㉓】

法第72条の２第１項第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う法

人が記載します。

（１）～（３）に該当するときは、以下のとおり記載します。

㉑欄→当該事業年度に属する各月の末日現在における法の施行地内に有する事務所

又は事業所の従業者のうち同項第１号に掲げる事業（非課税事業を除きます。

以下「所得等課税事業」といいます。）に係る従業者の数を合計した数を当該事

業年度の月数で除して得た数を記載します。

㉒欄→各事業年度に属する各月の末日現在における法の施行地内に有する事務所又

は事業所の従業者のうち同項第３号に掲げる事業（以下「収入金額等課税事業」

といいます。）に係る従業者の数を合計した数を当該事業年度の月数で除して得

た数を記載します。

㉓欄→㉑欄と㉒欄の合計を記載します。

※ただし、従業者の数を合計した数を当該事業年度の月数で除した数に一人に満たない

端数を生じたときは、これを一人とします。

（１） 所得等課税事業を行う法人が事業年度中途において収入金額等課税事業を開始

した場合

（２） 収入金額等課税事業を行う法人が事業年度の中途において所得等課税事業を開

始した場合

（３） 所得等課税事業と収入金額等課税事業とを併せて行う法人が事業年度の中途にお

いて所得等課税事業又は収入金額等課税事業を廃止した場合
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第６号様式別表５の２の２

【１．付加価値額の総額の計算 ①～⑤】

<以下のとおり転記>

①報酬給与額 ： 第６号様式別表５の３⑫から

②純支払利子 ： 〃 別表５の４③から

③純支払賃借料 ： 〃 別表５の５③から

④単年度損益 ： 〃 別表５⑯から

⇒ ⑤付加価値額 ＝ ①+②+③+④

※ただし、②又は③が負数の場合には、それを零として①+②+③+④を

計算します。

【２．外国の事業に帰属する付加価値額の計算 ⑥～⑩】

<特定内国法人が記載します>

ここでは、その法人全体の付加価値額から控除すべき「外国の事業に

帰属する付加価値額」を計算します。

<区分計算>：法第72条の19前段

『外国の事業に帰属する』

⑥報酬給与額

⑦支払利子合計額－受取利子合計額

（※ 当該金額が零を下回る場合には負数）

⑧支払賃借料合計額－受取賃借料合計額

（※ 当該金額が零を下回る場合には負数）

⑨単年度損益：第６号様式別表５⑰から転記

※ただし、⑩の計算において

⑦又は⑧が負数の場合には、それを零として⑥+⑦+⑧+⑨を計算し

ます。

<従業者数あん分>：法第72条の19後段

⑥から⑧までの各欄には①から③までの各欄の金額に⑪の欄の人数を

乗じて得た額を⑫の欄の人数で除して計算した金額をそれぞれ記載します。

⑨の欄には④の欄の金額と第６号様式別表５の⑩の欄の金額の合計額

に⑪の欄の人数を乗じて得た額を⑫の欄の人数で除して計算した金額を

それぞれ記載します。

※ これらの金額に１円未満の端数があるときには、その端数金額
を切り捨ててください。

【３．非課税事業に係る報酬給与額等の計算 ⑬～㉔】

ここでは、その法人全体の付加価値額から控除すべき「非課税事業

に係る報酬給与額等」を計算します。

『非課税事業に係る』

◇報酬給与額 ：⑬⑯⑲に

◇純支払利子 ：⑭⑰⑳に（当該金額が零を下回る場合、負数）

◇純支払賃借料：⑮⑱㉑に（当該金額が零を下回る場合、負数）

それぞれ記載します。

非課税事業：林業・鉱物の掘採事業・農事組合法人の行う農業

【鉱物の掘採事業に係る報酬給与額等 ㉕～㉜】

◇鉱物の掘採事業(非課税)と精錬事業(課税)を一貫して行う法人の場合

<区分計算できる場合>

会社が区分計算した「報酬給与額」「純支払利子」「純支払賃借料」をそ

れぞれ、⑯⑰⑱に記載します。

<区分計算できない場合>

㉘「生産品の収入金額又は生産品の収入金額から買鉱価格を差し引いた金

額」に対する㉙「鉱産税の課税標準であるべき鉱物の価額」の割合であん分

計算して、鉱物の掘採事業(非課税)に係る「報酬給与額」「純支払利子」

「純支払賃借料」を計算します。

◇鉱物の掘採事業に係る報酬給与額等

㉘：第６号様式別表５ ㊶から転記

㉙：第６号様式別表５ ㊷から転記

『鉱物の掘採事業に係る』

◇報酬給与額 ：㉚＝㉕×㉙／㉘

◇純支払利子 ：㉛＝㉖×㉙／㉘

◇純支払賃借料：㉜＝㉗×㉙／㉘

※ ㉚ ㉛ ㉜：これらの欄の金額に１円未満の端数があるとき

はその端数を切り捨てて記載し、

それぞれ㉚→⑯、㉛→⑰、㉜→⑱へ転記【４．報酬給与額等の計算 ㉝～㉟】

これは、外国に支店等を設けて事業を行う場合及び非課税事業をあわせて行う場合にそれぞれの付加価値額を計算し、これらを法人

全体の付加価値額から控除するものであるため、それぞれ以下の算式で、その控除後の金額を求めます。

㉝＝①－⑥－㉒ ⇒ 『付加価値額及び資本金等の額の計算書』（第６号様式別表５の２）・・・①「報酬給与額」へ

㉞＝②－⑦－㉓ ⇒ 『付加価値額及び資本金等の額の計算書』（第６号様式別表５の２）・・・②「純支払利子」へ

（※ 当該金額が零を下回る場合には、零）

㉟＝③－⑧－㉔ ⇒ 『付加価値額及び資本金等の額の計算書』（第６号様式別表５の２）・・・③「純支払賃借料」へ

（※ 当該金額が零を下回る場合には、零）

特定内国法人、外国法人又は非課税事業をあわせて行う法人が使用します。
※外国の事業に帰属する付加価値額・非課税事業に係る報酬給与額の計算に関する明細書の添付が必要です。

関係府県すべてに提出します。

⑯欄へ転記

⑰欄へ転記

⑱欄へ転記

別表５の２①欄へ転記

別表５の２②欄へ転記

別表５の２③欄へ転記

【外国の事業に帰属する付加価値額の計算方法 ⑪～⑫】

◇「区分計算・従業者按分計算」のいずれかを○で囲み、選択した方法を明示し

ます。

※ 区分計算を選択した場合で、第６号様式別表５の２の３の⑧欄の金額の計算

にあたり従業者数を用いないで計算する法人は、⑪⑫は記載する必要はありま

せん。

※ 国内から生じた付加価値額と外国から生じた付加価値額とを区分することが

できる場合にはその区分計算に従い、区分することが困難である場合には⑪

「外国における事務所又は事業所の期末の従業者数」が⑫「期末の総従業者数」

に占める割合で按分して計算することとされています。

<従業者の数>

◇当該事業年度終了の日現在における従業者数

※ 第６号様式別表５ ㊲㊳に記載がある場合：

㊲→⑪欄 ㊳→⑫欄に転記

なお、以下の場合は当該事業年度開始の日から６月を経過した日の前日現

在における従業者数

◇仮決算における中間申告(法第72条の26第１項ただし書き）

◇前事業年度と分割基準が著しく異なる場合の予定申告

(法第72条の48第２項ただし書き）

『留意事項』

<収入金額課税事業（法第72条の７第１項第２号に掲げる事業をいいます。以下

同じです。）を併せて行う法人>

◇収入金額課税事業に係る従業者の数を除いた人数

<非課税事業をあわせて行う法人>
◇事業税を課されない事業に係る従業者の数を含む人数

【（法第72条の２第１項 第１号・第３号 に掲げる事業）】
事業の区分に応じて「第１号」と「第３号」のいずれかを○印で囲んでください。

法第72条の２第１項 第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う
法人にあっては、それぞれの事業に係る付加価値額等の計算の別を明らかにして記
載し、それぞれの事業ごとに提出してください。
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第６号様式別表５の２の３

この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨ててください。

【資本金等の額 ⑯】
第72条の21第１項第１号から第３号までの規定の適用を受ける法人が第６号様式別表

５の２の下表「法人税の資本金等の額又は連結個別資本金等の額３」の㉘欄の金額を記

この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨ててください。

【法第72条の21第１項第２号及び第３号に係る控除 ⑱】

次に掲げる課税標準の特例を受ける法人の区分ごとに、それぞれ次に定める金額を記

載します。

（１） 無償減資等による資本の欠損のてん補を行った法人

⇒  平成13年４月１日から平成18年４月30日までの間に、資本又は出資の減少に

よる資本の欠損のてん補に充てた金額並びに資本準備金による資本の欠損の

てん補に充てた金額の合計額

（２） 剰余金を損失のてん補に充てた法人

⇒ 平成18年５月１日以後に、会社法第446条に規定する剰余金（同法第447条又

は第448条の規定により資本金の額又は資本準備金の額を減少し、剰余金として

計上したもので規則附則第３条第１項及び第２項で定めるものに限る。）を同法第
452条の規定により規則附則第３条第３項で定める損失のてん補に充てた金額の
合計額

【資本金等の額 ①】

次に掲げる法人の区分ごとに、それぞれに次に定める金額を記載します。

（１） 収入金額課税事業を併せて行う内国法人

⇒ 別表５の２の下表「資本金等の額又は連結個別資本金等の額３」の㉘欄の金額

（２） （１）に掲げる法人で、かつ、法第72条の21第１項第１号から第３号まで、若しくは、第

２項又は課税標準の特例（法附則第９条第１項）の規定の適用を受ける法人

⇒ ㉓又は㉕欄の金額

この金額に１円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨ててください。

【月数按分後の資本金等の額 ⑤】

次に掲げる法人が、第６号様式別表５の２⑭欄の金額を記載します。

（１） 特定内国法人又は非課税事業を併せて行う内国法人

（２） （１）に掲げる法人で、かつ、課税標準の特例（法附則第９条第４項から第７項までの
規定の適用を受ける法人

【外国の事業に係る控除額 ⑧】

（１） 第６号様式別表５の２の２⑤－５の２の２⑩及び第６号様式別表５の２の２の⑩の各欄

の金額がともに零を超える金額であって、かつ、⑬欄の割合が50％以上である法人又は

法第72条の19後段の規定により外国の事業に帰属する付加価値額を計算する法人

⇒ ⑦欄の金額に第６号様式別表５の２の２の⑩欄の金額を乗じて得た額を第６号様式

別表５の２の２の⑤欄の金額で除して計算した金額を記載します。

（２） （１）以外の法人

⇒ ⑦欄の金額に第６号様式別表５の２の２の⑪欄の人数を乗じて得た額を第６号様式

別表５の２の２の⑫欄の人数で除して計算した金額を記載します。

（３） 法第72条の２第１項第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う法人

にあっては（１）及び（２）の計算について、「別表５の２の２⑩」とあるのは、「それぞれの事

業に係る別表５の２の２⑥の欄の合計額、同表⑦の欄の合計額、同表⑧の欄の合計額及

び同表⑨の欄の合計額」と、「同表⑤」とあるのは、「それぞれの事業に係る別表５の２の２

①の欄の合計額、同表②の欄の合計額、同表③の欄の合計額及び同表④の欄の合計額

の合計額」と、「別表５の２の２⑪」とあるのは、「それぞれの事業に係る別表５の２の２⑪の

欄の従業者数を合計した数」と、「同表⑫」とあるのは、「それぞれの事業に係る別表５の２

の２⑫の欄の従業者数を合計した数」と読み替えて計算した金額を記載してください。

なお、「別表５の２の２⑩」を読み替えて計算する場合にあってはそれぞれの事業に係る
同表⑦の欄の合計額又は同表⑧の欄の合計額が負数となる場合には、それを零として計

算し、「同表⑤」を読み替えて計算する場合にあってはそれぞれの事業に係る同表②の欄
の合計額又は同表③の欄の合計額が負数となる場合には、それを零として計算します。

（４）この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨ててください。

特定内国法人、収入金額課税事業（法第72条の２第１項第２号に掲げる事業をいいます。以下同じです。）・非課税事業を併せて行う法人、課
税標準の特例の規定の適用を受ける法人又は外国法人が使用します。
※無償減資等による資本の欠損のてん補を行った法人、又は剰余金を損失のてん補に充てた法人）にあっては、てん補を行った事実又はてん補に充てた金額を証する書類（株主総会議事録、債

権者に対する異議申立の公告（官報の抜粋）等）を添付してください。
※無償増資等による剰余金又は利益準備金の額の全部若しくは一部を資本金とした法人にあっては、剰余金又は利益準備金の額の全部若しくは一部を資本金とした事実及び資本金とした金額を

証する書類（株主総会議事録等）を添付してください。

関係府県すべてに提出します。

別表５の２⑮欄へ転記

別表５の２⑮欄へ転記

別表５の２⑫欄へ転記

【期末の総従業者数 ㊲】
国内の事務所等及び外国の事務所等の従業者の合計数を記載します。

この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨ててください。

【未収金の帳簿価額 ㉘】

課税標準の特例（法附則第９条第７項）の規定の適用を受ける法人が、当該

法人の当該事業年度終了の時における建設事業未収入金の帳簿価額を記載
します。

【収入金額課税事業以外の事業に係る期末の従業者数 ③】
特定内国法人にあっては、収入金額課税事業以外の事業に係る国内の事務所

等及び外国の事務所等の従業者の合計数を記載します。

【期末の総従業者数 ④】
特定内国法人にあっては、国内の事務所等及び外国の事務所等の従業者の合

計数を記載します。

この割合に１未満の端数があるときは、その端数を切り捨ててください。

【総資産価額 ㉙】
課税標準の特例（法附則第９条第７項）の規定の適用を受ける法人が、政令

附則第６条の２第１項の規定により計算した金額を記載します。

別表５の２⑫欄へ転記

別表５の２⑫欄へ転記

【法第72条の21第１項第１号に係る加算 ⑰】

無償増資等による剰余金又は利益準備金の額の全部若しくは一部を資本金とした法人
が記載します。

別表５の２⑮欄へ転記

【月数按分後の資本金等の額 ㉛】
外国法人が第６号様式別表５の２⑭欄の金額を記載します。

【従業者数を記載すべき欄 ③及び④、⑭及び⑮、㊱から㊴までの各欄】

当該事業年度終了の日現在における従業者数を記載します。

※ 仮決算による中間申告を行う場合、または前事業年度と分割基準が著しく

異なる場合の予定申告を行う場合にあっては、当該事業年度開始の日から６
月を経過した日の前日の従業者数

【国内における非課税事業に係る期末の従業者数 ⑭

国内における事務所又は事業所の期末の従業者数 ⑮】

収入金額課税事業を併せて行う法人にあっては、収入金額課税事業に係る従
業者数を除いた人数を記載します。

【資本金の額 ㉔】
課税標準の特例（法附則第９条第１項）の規定の適用を受ける法人が第６号様

式別表５の２下表「資本金の額又は出資金の額１」の㉘欄の金額を記載します。

【月数按分後の資本金等の額 ㉖】

（１） 課税標準の特例（法附則第９条第４項から第７項まで）の規定の適用を受け

る法人

⇒ 第６号様式別表５の２⑭欄の金額

（２） （１）に掲げる法人で、かつ、特定内国法人又は非課税事業を併せて行う内

国法人
⇒ ⑨欄の金額から⑩欄の金額を控除した金額

【課税標準の特例に係る控除割合 ㉗】

課税標準の特例（法附則第９条第４項から第６項まで）の規定の適用を受ける

法人が、これらの項に規定する当該法人の各事業年度の資本金等の額に乗ず

る割合を記載します。
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第６号様式別表５の２の４

＜特定子会社とは＞
内国法人が発行済株式又は出資(※１)の総数の100分の50を超える数の株

式又は出資を直接又は間接に(※２)保有する他の法人(※３)

(※１)他の法人が有する自己(他の法人)の株式又は出資を除きます。

(※２)間接保有について
内国法人の特定子会社が他の法人の発行済株式等の総数の50％を超え

る数の株式を直接又は間接に保有している場合は、当該他の法人は当該
国内法人の特定子会社に該当します。

内国法人 ① 他の法人 ② 別の法人

(Ａ社) (Ｂ社) (Ｃ社)

① Ａ社はＢ社の発行済株式の50％超を保有

② Ｂ社はＣ社の発行済株式の50％超を保有

他の法人が有する自己(他の法人)の株式又は出資の数は、当該他の法
人の発行済株式又は出資の総数だけでなく、当該内国法人が直接又は間
接に保有する株式又は出資の数にも含まれません。

(※３)他の法人には内国法人に限らないものであり、外国法人も含まれます。

関係府県すべてに提出します。

特定子会社の株式等に関する控除を受ける法人が使用します。
※出資関係図(特定子会社となる法人に対する持株割合を記載した出資関係図)を添付してください。

【総資産の帳簿価額 ①及び⑤】

（１） 貸借対照表に計上している総資産の帳簿価額の合計額（両建勘定、返

品債権特別勘定など資産の帳簿価額に含まれないものを控除した額）を

記載します。

（２） 税効果会計を採用している場合には計上される繰延税金資産勘定の金

額は、総資産の帳簿価額の合計額に含めて計算します。
（３） 法人税の明細書「別表８(1)」の27欄の金額を参考にしてください。

【特定子会社に対する貸付金及び保有する特定子会社の発行する社債の

金額等 ②及び⑥】

（１）政令第20条の２の22(一定の持株会社の資本金等の額の算定)に係る各

号に掲げる金額がある場合

⇒ 同条第１号から第４号までの合計額を記載してください。

（２）政令第20条の２の22第４号の金額は、特定子会社の明細「特定子会社に

対する貸付金額及び保有する特定子会社の発行する社債の金額⑭＋⑮

及び⑳＋㉑」の「計」の各欄の金額となります。

（３）②及び⑥欄に記載した金額の内訳書(第４号の金額を除きます。)を添付
してください。

【特定子会社が保有する自己株式等の数 ⑫及び⑱】
⑪又は⑰の各欄の数のうち、特定子会社が保有する自己の株式又は出資の

数をそれぞれ記載してください。

【特定子会社の株式等の帳簿価額 ④及び⑧】
④欄は⑯欄の、⑧欄は㉒欄の金額を記載してください。

【直接又は間接に保有する株式等の数 ⑬及び⑲】
⑪又は⑰の各欄の数のうち、この計算書を提出する法人が直接又は間接に

保有する特定子会社の株式又は出資の数をそれぞれ記載します。

【総資産価額に占める特定子会社の株式等の帳簿価額の割合 ⑨】
（１） １未満の端数があるときは、その端数を切り上げてください。
（２） この割合が50％以下の場合は、この計算書は提出できません。

【持株割合】
この欄に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げてください。
（この割合は、必ず50％を超えることとなります。）

【直接に保有する特定子会社株式等の帳簿価額】
貸借対照表に計上されている特定子会社の株式等の帳簿価額をそれぞれ記載します。

【特定子会社の株式等に係る控除額 ⑩】

（１） 特定内国法人又は非課税事業をあわせて行う法人は、別表５の２の３の⑥欄

へ転記します。

（２） 上記以外の法人は別表５の２⑮欄へ転記します。

※ この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨ててください。

【特定子会社に対する貸付金額 ⑭及び⑳】
貸借対照表に計上されている特定子会社に対する貸付金額をそれぞれ記載します。

【保有する特定子会社発行社債の金額 ⑮及び㉑】

この計算書を提出する法人の保有する特定子会社発行社債の金額をそれぞれ記載し

ます。

別表５の２⑮欄又は別表５の２の３⑥欄へ転記
⑭

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・
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第６号様式別表５の３

【加算又は減算 ②】

「給与の額」の欄に記載した金額のほかに、

・事務所等ごとに記載が困難なもので加算すべきもの

（例）出向先法人が出向元法人に対して支払った給与負担金 など

・事務所等ごとに記載が困難なもので減算すべきもの

（例）退職給与引当金繰入額及び過大な役員報酬などの税務否認金

出向元法人が出向先法人から受け入れた給与負担金 など

がある場合に記載してください。

【役員又は使用人のために支出する掛金等】

法第72条の15第１項第２号に規定する金額（当該事業年度において役員

又は使用人のために支出する掛金で、法人税の所得の計算上損金算入され

るもの）について、１から17までに掲げる区分ごとにそれぞれに定める金額を

記載してください。
※ なお、派遣労働者等に係る金額は含めないで記載します。

【報酬給与額の対象となる掛金等 １～10】

１．退職金共済制度に基づく掛金

→ 政令第20条の２の３第１項第１号に掲げる金額

２．確定給付企業年金に係る規約に基づく掛金・保険料

→ 同項第２号に掲げる金額

３．企業型年金規約に基づく事業主掛金 → 同項第３号に掲げる金額

４．個人型年金規約に基づく掛金 → 同項第４号に掲げる金額

５．勤労者財産形成給付金契約に基づく信託金等 → 同項第５号に掲げる金額

６．勤労者財産形成基金契約に基づく信託金等 → 同項第６号に掲げる金額

７．存続厚生年金基金の事業主負担の掛金・徴収金

→ ８の欄の金額から９の欄の金額を控除した金額

８．事業主として負担する掛金及び負担金の総額

→ 改正前の政令第20条の２の４第１項第６号括弧書の規定を適用する前の

同号に掲げる金額

９．代行相当部分 → 同号括弧書の規定により求めた金額
10．適格退職年金契約に基づく掛金・保険料

→ 政令第20条の２の３第１項項第７号に掲げる金額

【派遣元に支払う金額の合計 ⑦】
第６号様式別表５の３の２の①欄の金額を記載します。

全ての外形標準課税対象法人が作成します。

【計（①＋②） ③】

別途明細書に準じた書類を作成している場合には、①～③欄に金額を記入

のうえ、別紙として添付することとしても差し支えありません。
その際には、上記表中に「別紙明細による」と記入してください。

【期末の従業者数】

当該事業年度終了の日現在における役員及び使用人の数を記載してください。

※ 以下の場合は、当該事業年度開始の日から６月を経過した日の前日現在

における役員及び使用人の数を記載します。

１．仮決算による中間申告 （法第72条の26第１項ただし書）

２．前事業年度と分割基準が著しく異なる場合の予定申告
（法第72条の48第２項ただし書）

この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨ててください。

主たる事務所所在府県のみに提出します。

【備考】

小規模な事務所等はその旨を記載し、他の事務所等と一括して記載しても

差し支えありません。

※ 小規模な事務所等であるか否かの判断は、基本的に各法人に委ねられ
ていますが、従業者等が10人以下の事務所等は、小規模な事務所等と判
断していただいても差し支えありません。

【給与の額】
法第72条の15第１項第１号に規定する金額（当該事業年度において役員又

は使用人に対する報酬、給料、賃金、賞与、退職手当その他これらの性質を
有する給与として支出するもので、法人税の所得の計算上損金算入されるも
の）を記載してください。

【報酬給与額の対象とならない掛金等 11～17】

※１～10までの欄の金額に11～17までの欄の金額が含まれている場合のみ記

載してください。

11．適格年金返還金額のうち厚生年金基金への事業主払込相当額

→ 法人税法施行令附則第16条（適格退職年金契約の要件等）第１項第９

号イに掲げる金額

12．適格年金返還金額のうち確定給付企業年金基金への事業主払込相当額

→ 同号ロに掲げる金額

13．適格年金返還金額のうち他の適格年金への事業主払込相当額

→ 同号ハに掲げる金額

14．適格年金返還金額のうち特定退職金共済への事業主払込相当額

→ 同号ニに掲げる金額

15．適格年金の要留保額移管の場合における資産価額相当額

→ 同号ホに掲げる金額

16．適格年金返還金額のうち企業型年金の個人別管理資産への事業主払込
相当額 → 同号ヘに掲げる金額

17．適格年金返還金額のうち企業型年金の過去勤務債務等に充てる事業主払
込相当額 → 同号トに掲げる金額

【派遣労働者等に支払う報酬給与額の合計 ⑨】
第６号様式別表５の３の２の②欄の金額を記載してください。

【派遣先から支払を受ける金額の合計 ⑩】
第６号様式別表５の３の２の③欄の金額を記載してください。

【⑨－（⑩×75/100） ⑪】

（１） ⑨欄の金額から⑩欄の金額に100分の75を乗じた金額を控除して得た金

額を記載してください。（マイナスとなる場合は「零」とします）。

（２） この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨ててくだ
さい。

【備考】
加算又は減算項目の主な内容及び金額を記載してください。

【報酬給与額の計算（③＋⑥＋⑧＋⑪） ⑫】

（１） 特定内国法人又は非課税事業をあわせて行う法人は、別表５の２の２の

①欄へ転記します。
（２） 上記以外の法人は別表５の２の①欄へ転記します。

名目上請負契約であっても、それが仕事の完成の対価
ではなく、労務の提供の対価である場合には、報酬給与額
に含まれます。

別表５の２①又は別表５の２の２①欄へ転記

【記載にあたって】
※ 収入金額課税事業（法第72条の２第１項第２号に掲げる事業をいいます。以下同じです。）

とその他の事業とを併せて行う法人にあっては収入金額課税事業分を含めないで記載して
ください。

※ 消費税及び地方消費税に相当する金額は含めないで記載してください。
【（法第72条の２第１項 第１号・第３号 に掲げる事業）】

事業の区分に応じて「第１号」と「第３号」のいずれかを○印で囲んでください。

法第72条の２第１項 第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う
法人にあっては、それぞれの事業に係る報酬給与額の計算の別を明らかにして記載
し、それぞれの事業ごとに提出してください。

法人の事務所等ごとに記載します。

※ 派遣労働者等に係るものについては含めないで記載してください （⑦欄

以下で別途計算します。）。また、外国の事務所等は国ごとに一括記載して
差し支えありません。
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第６号様式別表５の３の２ 主たる事務所所在府県のみに提出します。

労働者派遣法等に基づき労働者派遣を受けた（又はした）法人が作成します。

【労働者派遣等を受けた法人】

労働者派遣等を受けた法人が、当該法人に対して派遣をした者（以下「派遣元」

といいます。）ごとに、各欄に記載してください。

※ 別途明細書に準じた書類を作成している場合には、「計①」の欄に金額を

記入のうえ、各欄の記載に代えて当該書類を別紙として明細書に添付する
こととして差し支えありません。

なお、その際には、表中に「明細は別途」と記入してください。

【労働者派遣等をした法人】

労働者派遣等をした法人が、当該法人から労働者派遣を受けた者（以下、派遣

先」といいます。）ごとに、各欄に記載してください。

（１) 派遣先が法人以外のものについては、その他として一括記載して差し支えあ

りません。

（２）別途明細書に準じた書類を作成している場合には、「計②」及び「計③」の欄

に金額を記入のうえ、各欄の記載に代えて当該書類を別紙として明細書に添

付することとして差し支えありません。
なお、その際には、表中に「明細は別途」と記入してください。

「労働者派遣等」とは
労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保

護等に関する法律（以下「労働者派遣法」といいます。）第26
条第１項又は船員職業安定法第66条第１項に規定する労働
者派遣契約又は船員派遣契約に基づく労働者派遣（労働者
派遣法第２条第１号に規定する労働者派遣。）又は船員派遣
（船員職業安定法第６条第１１項に規定する船員派遣。）をい
います。

【派遣元に支払う金額】
法第72条の15第２項第１号に規定する当該労働者派遣等をした者に支払う金額

（当該事業年度において労働者派遣等の役務の提供の対価として派遣元に支払う
派遣料で、法人税の所得又は連結所得の計算上損金の額に算入される金額）を記
載してください。

【派遣先から支払を受ける金額】

法第72条の15第２項第２号に規定する当該労働者派遣等の役務の提供を

受けた者から支払いを受ける金額（当該事業年度において労働者派遣等の
役務の提供の対価として派遣先から支払いを受ける派遣料で、法人税の所得
又は連結所得の計算上益金の額に算入される金額）を記載してください。

【派遣労働者等に支払う報酬給与額】
派遣労働者等に係る法第72条の15第１項各号に掲げる金額を記載してください。

【住所又は所在地】

派遣先または派遣元の主たる事務所等の住所又は所在地を記載してください。

【派遣人数及び労働時間数】

当該事業年度における派遣労働者等（労働者派遣法第２条第２号に規定する派

遣労働者又は船員職業安定法第６条第12項に規定する派遣船員をいいます。）の

人数及び業務に従事した派遣労働者等の労働時間数を記載してください。

（１）人数については、労働者派遣契約書又は船員派遣契約書をもとに記載して

ください。

（２）労働時間数については、派遣先にあっては労働者派遣法第42条又は船員

職業安定法第86条に規定する派遣先管理台帳を、派遣元にあっては労働者派

遣法第37条又は船員職業安定法第77条に規定する派遣元管理台帳をもとに記

載してください。
（３）人数及び労働時間数に代えて延べ派遣人数・日を記載する場合は、備考欄

にその旨記載してください。

別表５の３⑨欄へ転記 別表５の３⑩欄へ転記

【記載にあたって】
※ 収入金額課税事業（法第72条の２第１項第２号に掲げる事業をいいます。以下同じです。）

とその他の事業とを併せて行う法人にあっては収入金額課税事業分を含めないで記載して
ください。

※ 消費税及び地方消費税に相当する金額は含めないで記載してください。

【（法第72条の２第１項 第１号・第３号 に掲げる事業）】
事業の区分に応じて「第１号」と「第３号」のいずれかを○印で囲んでください。

法第72条の２第１項 第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う
法人にあっては、それぞれの事業に係る労働者派遣等の明細の別を明らかにして記
載し、それぞれの事業ごとに提出してください。
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第６号様式別表５の４

【支払利子】及び【受取利子】の各欄

区分別に借入先ごと又は貸付先ごとに、各欄に記載します。

※ 別途明細書に準じた書額を作成している場合には「計①」及び「計②」
の欄に金額を記入のうえ、各欄の記載に代えて当該書類を別紙として明細
書に添付することとして差し支えありません。

主たる事務所所在府県のみに提出します。

全ての外形標準課税対象法人が作成します。

【区分】

次に掲げる利子の区分ごとに、それぞれ記載します。

（１） 支払利子

（イ） 借入金の利子

（ロ） 社債の利子

（ハ） 手形割引料

（ニ） 利子税及び延滞金（納期限の延長の場合に

限ります。）
（ホ） その他

（２）受取利子
（イ） 貸付金の利子
（ロ） 預貯金の利子
（ハ） 公社債の利子
（ニ） 手形割引料
（ホ） 還付加算金
（ヘ） その他

【純支払利子の計算（①－②） ③】

①欄の金額から②欄の金額を控除した金額

※ 当該金額が「０」を下回る場合には、特定内国法人又は非課税事業とその

他の事業とをあわせて行う法人にあっては「負数」、その他の法人にあっては

「０」を記載します。

※ なお、当該欄は、下記の別表に転記します。
・ 下記の法人以外 ・・・ 第６号様式別表５の２ ②欄

・ 特定内国法人又は非課税事業とその他の事業とを併せて行う法人
・・・ 第６号様式別表５の２の２ ②欄

【期中の支払利子額】

法第72条の16第１項に規定する支払利子の額（当該事業年度において支払う負債

の利子で、法人税の所得又は連結所得の計算上損金の額に算入されるものの額）を

記載します。

※ 各区分ごとに、一の借入先に対する期中の支払利子額が100万円未満のもの
については、一括記載して差し支えありません。

なお、一括記載した場合は、代表的な相手方を記載します。

【期中の受取利子額】

法第72条の16第１項に規定する受取利子の額（当該事業年度において支払を受け

る利子で、法人税の所得又は連結所得の計算上益金の額に算入されるものの額）を

記載します。

※ 各区分ごとに、一の貸付先に対する期中の受取利子額が100万円未満のもの

については、一括記載して差し支えありません。
なお、一括記載した場合は、代表的な相手方を記載します。

【備考】

（１） 外国事業分、非課税事業分など補足説明が必要な内容について記載します。

（２）「区分」の欄に「その他」と記載した場合には、その主な内容を記載します。

（３）一括記載したものがある場合には、その件数等を記載します。

【借入金等の期末現在高】及び【貸付金等の期末現在高】

当該事業年度終了の日現在の金額をそれぞれ記載します。

※ 仮決算による中間申告をする場合は、当該事業年度開始の日から６月を経過

した日の前日現在の金額をそれぞれ記載します。

別表５の２②欄又は別表

５の２の２②欄へ転記

【記載にあたって】
※ 収入金額課税事業（法第72条の２第１項第２号に掲げる事業をいいます。以下同じです。）

とその他の事業とを併せて行う法人にあっては収入金額課税事業分を含めないで記載して
ください。

【（法第72条の２第１項 第１号・第３号 に掲げる事業）】
事業の区分に応じて「第１号」と「第３号」のいずれかを○印で囲んでください。

法第72条の２第１項 第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う
法人にあっては、それぞれの事業に係る純支払利子の計算の別を明らかにして記載
し、それぞれの事業ごとに提出してください。
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第６号様式別表５の５ 主たる事務所所在府県のみに提出します。

全ての外形標準課税対象法人が作成します。

【支払賃借料】及び【受取賃借料】

賃借している土地又は家屋ごとに記載します。

（１）家屋とは、住宅、店舗、工場、倉庫その他の建物をいいます。

また、土地又は家屋には、これらと一体となって効用を果たす

構築物及び附属設備を含みます。

（２）別途明細書に準じた書類を作成している場合には、「計①」及

び「計②」の欄に金額を記入のうえ、各欄の記載に代えて当該

書類を別紙として明細書に添付することとして差し支えありま

せん。

なお、その際には、表中に「明細は別途」と記入してください。

（３）契約において複数の土地又は家屋について賃借している場合

には、契約ごとに、各欄に記載して差し支えありません。

【土地の用途又は家屋の用途若しくは名称】

次の区分により用途を記載します。

（１）土地

・ 宅地、駐車場など

（２） 家屋

・ 事務所、工場、店舗、倉庫など
・ ビル名等がある場合は、（ ）書きなどでビル名等の名称を
併記します。

【期中の支払賃借料】

法第72条の17第１項に規定する支払賃借料を記載します。

（１）当該事業年度において土地又は家屋の賃借権、地上権、永小作

権等の権利でその存続期間が１月以上であるものの対価として支

払うもので、法人税の所得又は連結所得の計算上損金の額に算

入される金額を記載します。

（２）一の土地又は家屋に係る期中の支払賃借料が100万円未満のも

のについては、一括記載して差し支えありません。
（３）消費税及び地方消費税に相当する金額は含めないで記載します。

【備考】

（１） 「土地の用途又は家屋の用途若しくは名称」において記載した

土地又は家屋の一部を賃借している場合には、その部分（例えば、

「ビルの１～３階部分」など）が分かるように記載します。

（２） 契約ごとに記載したもの又は一括記載したものがある場合には、

当該内容又は代表的な用途及び箇所（例えば、「業務用駐車場

10ヶ所」など）を記載します。

（３）期中の支払賃借料又は受取賃借料に含まれない次に掲げるよう

なものがあり、補足説明が必要な場合には、その内容及び金額を

記載します。

（ｲ） 土地又は家屋に係る権利金その他の一時金

（ﾛ） 土地又は家屋の賃借権等に係る役務の提供の対価として
明確かつ合理的に区分されているもの

【期中の受取賃借料】

法第72条の17第１項に規定する受取賃借料を記載します。

（１）当該事業年度において土地又は家屋の賃借権、地上権、永小作

権等の権利でその存続期間が１月以上であるものの対価として支

払を受けるもので、法人税の所得又は連結所得の計算上益金の

額に算入される金額を記載します。

（２）一の土地又は家屋に係る期中の受取賃借料が100万円未満の
ものについては、一括記載して差し支えありません。

（３）消費税及び地方消費税に相当する金額は含めないで記載します。

【記載にあたって】
※ 収入金額課税事業（法第72条の２第１項第２号に掲げる事業をいいます。以下同じです。）

とその他の事業とを併せて行う法人にあっては収入金額課税事業分を含めないで記載して
ください。

【純支払賃借料の計算（①－②） ③】

①欄の金額から②欄の金額を控除した金額

※ 当該金額が「０」を下回る場合には、特定内国法人又は非課税

事業とその他の事業とをあわせて行う法人にあっては「負数」、そ

の他の法人にあっては「０」を記載します。

※ なお、当該欄は、下記の別表に転記します。

・ 下記の法人以外 ・・・ 第６号様式別表５の２ ③欄
・ 特定内国法人又は非課税事業とその他の事業とを併せて

行う法人 ・・・ 第６号様式別表５の２の２ ③欄

【（法第72条の２第１項 第１号・第３号 に掲げる事業）】
事業の区分に応じて「第１号」と「第３号」のいずれかを○印で囲んで

ください。

法第72条の２第１項 第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業
とを併せて行う法人にあっては、それぞれの事業に係る純支払賃借料
の計算の別を明らかにして記載し、それぞれの事業ごとに提出してくだ
さい。

別表５の２③欄又は

別表５の２の２③欄へ転記
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第６号様式別表５の６の２ 関係府県すべてに提出します。

各控除を受ける法人が作成します。

この明細書の④から⑭の各欄については、おおむね法人税の明細書（別表６

（24））に記載した４から10まで及び25から28までの各欄（連結法人にあっては

法人税の明細書（別表６の２（21））に記載した４から10まで及び25から28までの
各欄）に記載したところに準じて記載します。

【比較雇用者給与等支給額 ②】

⑦の欄の金額を記載します。

法附則第９条第13項から第17項までの規定による控除は、①の欄の金額が

②の欄の金額を超えることが必要です。

【付加価値額からの控除額 ㉙】

次に掲げる法人の区分ごとに、それぞれ次に定める金額を記載します。

（１） 非課税事業等、所得等課税事業又は収入金額等課税事業のうち

複数の事業を併せて行う法人

㉒の欄の金額に、㉘を乗じて計算した金額を記載します。

（２） （１）に掲げる法人以外の法人で、労働者派遣等を行う法人

⑲の欄の金額に、㉘を乗じて計算した金額を記載します。

（３） その他の法人

③の欄の金額に、㉘を乗じて計算した金額を記載します。

この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金
額を記載します。

この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨ててく
ださい。

【控除対象額 ㉒】

事業税を課されない事業若しくは法第72条の２第２項に掲げる事業（以下

「非課税事業等」といいます。）、所得等課税事業又は収入金額等課税事業

のうち、複数の事業を併せて行う法人が、次に掲げる法人の区分ごとに、

それぞれ次に定める金額を記載します。

（イ） 所得等課税事業を行う法人で、労働者派遣等をした法人

→ ⑲の欄の金額に⑳の欄の金額を①の欄の金額で除して計算した割

合を乗じて計算した金額を記載します。

（ロ） 所得等課税事業を行う法人で、労働者派遣等をしていない法人

→ ③の欄の金額に⑳の欄の金額を①の欄の金額で除して計算した割

合を乗じて計算した金額を記載します。

（ハ） 収入金額等課税事業を行う法人で、労働者派遣等をした法人

→ ⑲の欄の金額に㉑の欄の金額を①の欄の金額で除して計算した割

合を乗じて計算した金額を記載します。

（ニ） 収入金額等課税事業を行う法人で、労働者派遣等をしていない法人

→ ③の欄の金額に㉑の欄の金額を①の欄の金額で除して計算した割

合を乗じて計算した金額を記載します。

この金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額
を記載します。

【①のうち所得等課税事業に係る額又は①×㉓／㉕ ⑳】

（１） ①のうち法第72条の２第１項第１号に掲げる事業（事業税を課されない

事業を除きます。以下「所得等課税事業」といいます。）に係る額を記載し

ます。

（２） （１）の計算が困難である時は①の欄の金額に㉓の欄の従業者数を㉕
の従業者数で除して計算した割合を乗じて計算した金額を記載します。

【（法第72条の２第１項 第１号・第３号 に掲げる事業）】
事業の区分に応じて「第１号」と「第３号」のいずれかを○印で囲んで

ください。

法第72条の２第１項 第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業
とを併せて行う法人にあっては、それぞれの事業に係る付加価値額
からの控除額について、計算の別を明らかにして記載し、それぞれの
事業ごとに提出してください。

【①のうち収入金額等課税事業に係る額又は①×㉔／㉕ ㉑】

（１） ①のうち法第72条の２第１項第３号に掲げる事業（以下「収入金額等

課税事業」といいます。）に係る額を記載します。

（２） （１）の計算が困難である時は①の欄の金額に㉔の欄の従業者数を㉕
の従業者数で除して計算した割合を乗じて計算した金額を記載します。
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第６号様式別表５の７

【税額（ロ）】

「旧税率」により計算した金額については、この金額に100円未満の端数が

あるとき、又はその全額が100円未満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てた金額を記載します。

関係府県すべてに提出します。

【課税標準、新税率及び税額（イ）】

④から⑬までの各欄には、第６号様式の㉗から㊱までの各欄の

「課税標準」、「税率」及び「税額」をそれぞれの欄に記載します。

各控除を受ける法人が作成します。

※平成31年４月１日以降に開始する
事業年度については不要です。

【旧税率】

平成28年３月31日現在における所得割、付加価値割及び資本割の税率を

記載します。

【控除額】

これらの金額に100円未満の端数があるとき、又はその全額が100円未満

であるときは、その端数金額又はその全額を切り上げた金額を記載します。

・ ・

・ ・
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第６号の３様式

【予定申告税額（㉕欄）の内訳 ⑲～㉒、㉔】
（１） 下記の算式により算出した金額を記載してください。

「前事業年度の月数」は暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じた
ときは１月とします。

・法人事業税の予定申告税額

｛（前事業年度の割ごとの額）÷（前事業年度の月数）｝×６

・特別法人事業税の予定申告税額

｛（前事業年度額）÷（前事業年度の月数）｝×６

※ 令和元年10月１日以後に開始する最初の事業年度については、

経過措置により予定申告税額は以下のとおりとなります。

・法人事業税の予定申告税額

｛（前事業年度の法人事業税額（割ごとの額））÷（前事業年度の月数）｝×6.3

・特別法人事業税の予定申告税額
｛（前事業年度の法人事業税額（合計））÷（前事業年度の月数）｝×2.3

（２） 前事業年度終了の日において法第72条の２第１項第１号イに掲げる
法人（外形対象法人）であった法人がこの申告の期間の末日において
同号ロに掲げる法人に該当することとなった場合には、⑳又は㉑欄に
は金額を記載せず、⑱欄の金額を前事業年度の月数で除して得た額
の６倍（令和元年10月１日以後に開始する最初の事業年度の場合は
6.3倍）に相当する額を⑲欄に記載してください。

※ この金額に100円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て

てください。

【前事業年度の事業税額・特別法人事業税額の明細 ㉘～51】及び
【前事業年度又は前連結事業年度法人税割額の明細 ⑧～⑰】

（１） ２以上の都道府県に事務所等を有する法人は、下記の場合、前事業年
度の所得、付加価値額、資本等の金額又は収入金額の総額を前事業年
度の月数で除して得た額の６倍に相当する額を関係都道府県ごとに分割
し、これに税率を乗じて算定した額を申告することができます。

① この申告の計算期間において有する事務所等が、前事業年度に有する
事務所等と異なる場合

② 分割基準の数値が前事業年度の関係都道府県ごとの分割基準と著しく
異なる場合

（２） この場合、「課税標準の分割に関する明細書」（第10号様式）により計算
した兵庫県分の分割課税標準額を「前事業年度の事業税額」欄に移記し
て税額を計算します。

【予定申告税額 ②】
（１）下記の算式により算出した金額を記載してください。

{ ① × ６ } ÷ （前事業年度又は前連結事業年度の月数）

※ 令和元年10月１日以後に開始する最初の事業年度については、
経過措置により予定申告税額は以下のとおりとなります。

{ ① × 1.9 } ÷ （前事業年度又は前連結事業年度の月数）

（２）前事業年度又は前連結事業年度の月数は暦に従って計算し、１月に満
たない端数を生じたときは１月とします。

下段には、６号様式又は第６号様式（その２）の⑤欄の金額を記載してく
ださい。

【算定期間中において事務所等を有していた月数 ⑤】
この月数は暦に従って計算し、１月に満たないときは１月とし、１月に満た

ない端数を生じたときは切り捨ててください。

次の算式により算定した金額を記載してください。

⑧欄の（ ）内の金額×税率
（税率は、前事業年度又は前連結事業年度の法人税割の税率を使用

してください。）

外形標準課税対象法人に係る記載の仕方です。

関係府県すべてに提出します。 【記載にあたって】

※ この申告書は、法第72条の２第１項第１号又は第２号に掲げる事業を行う法人（同項第１号に掲げる事業と同項第２号に掲げる事業とを併せて行う

法人を含み、同項第３号に掲げる事業を行う法人を除きます。）が前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額並びに前事業年度の事業税額及び

特別法人事業税額を基礎にして中間申告をする場合に使用してください。
所得割を申告納付する連結法人は、仮決算による中間申告をすることができませんので、中間申告をする場合はこの予定申告書（第６号の３様式）

により申告してください。
※ 印字されている税額を訂正せずに提出する場合は、下段の「前事業年度の事業税額の明細」欄及び「前事業年度又は前連結事業年度の法人税

割額の明細」欄の記載を省略しても差し支えありません。

前事業年度又は前連結事業年度の末日現在の資本金の額又は出資金の
額、法人税法第２条第16号に規定する資本金等の額又は同条第17号の２に
規定する連結個別資本金等の額（保険業法に規定する相互会社にあっては
純資産額）をそれぞれの欄に記載します。

なお、「前期末現在の資本金の額又は出資金の額」の（ ）内には、当該事
業年度又は当該連結事業年度開始の日から６月を経過した日の前日現在の
資本金の額又は出資金の額を記載します。

この金額に100円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨ててく
ださい。
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第６号の３様式（その２）

【予定申告税額（⑲欄）の内訳 ⑨～⑫、⑱】
（１） 下記の算式により算出した金額を記載してください。

「前事業年度の月数」は暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じた
ときは１月とします。

・法人事業税の予定申告税額

｛（前事業年度の割ごとの額）÷（前事業年度の月数）｝×６

・特別法人事業税の予定申告税額

｛（前事業年度額）÷（前事業年度の月数）｝×６

※ 令和元年10月１日以後に開始する最初の事業年度については、

経過措置により予定申告税額は以下のとおりとなります。

・法人事業税の予定申告税額

｛（前事業年度の法人事業税額（割ごとの額)）÷（前事業年度の月数）｝×6.3

・特別法人事業税の予定申告税額
｛（前事業年度の法人事業税額（合計)）÷（前事業年度の月数）｝×2.3

（２） 前事業年度終了の日において法第72条の２第１項第１号イに掲げる
法人（外形対象法人）であった法人がこの申告の期間の末日において
同号ロに掲げる法人に該当することとなった場合には、⑩又は⑪欄に
は金額を記載せず、 54 から 56 までの欄の金額の合計額を前事業年
度の月数で除して得た額の６倍（令和元年10月１日以後に開始する最
初の事業年度の場合は6.3倍）に相当する額を⑨欄に記載してください。

※ この金額に100円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て

てください。

【予定申告税額（⑲欄）の内訳 ⑬～⑯】
（１） 下記の算式により算出した金額を記載してください。

「前事業年度の月数」は暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じた
ときは１月とします。

・法人事業税の予定申告税額

｛（前事業年度の割ごとの額）÷（前事業年度の月数）｝×６

（２） 前事業年度終了の日において法第72条の２第１項第３号ロに掲げる
法人であった法人がこの申告の期間の末日において同号イに掲げる法
人に該当することとなった場合には、⑬欄には金額を記載せず、 58 と
61 の欄の合計額を前事業年度の月数で除して得た額の６倍に相当す
る額を⑯欄に記載してください。

※ この金額に100円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て

てください。

【予定申告税額 ②】
（１）下記の算式により算出した金額を記載してください。

{ ① × ６ } ÷ （前事業年度又は前連結事業年度の月数）

※ 令和元年10月１日以後に開始する最初の事業年度については、
経過措置により予定申告税額は以下のとおりとなります。

{ ① × 1.9 } ÷ （前事業年度又は前連結事業年度の月数）

（２）前事業年度又は前連結事業年度の月数は暦に従って計算し、１月に満
たない端数を生じたときは１月とします。

【算定期間中において事務所等を有していた月数 ⑤】
この月数は暦に従って計算し、１月に満たないときは１月とし、１月に満た

ない端数を生じたときは切り捨ててください。

外形標準課税対象法人に係る記載の仕方です。

関係府県すべてに提出します。

【記載にあたって】

※ この申告書は、法第72条の２第１項第３号に掲げる事業を行う法人（同項第１号又は第２号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う
法人及び同項第１号に掲げる事業、同項第２号に掲げる事業及び同項第３号に掲げる事業を併せて行う法人を含みます。）が前事業年度又は前連結

事業年度の法人税割額並びに前事業年度の事業税額及び特別法人事業税額を基礎にして中間申告をする場合に使用してください。
※ 印字されている税額を訂正せずに提出する場合は、下段の「前事業年度の事業税額の明細」欄及び「前事業年度又は前連結事業年度の法人税割

額の明細」欄の記載を省略しても差し支えありません。

前事業年度又は前連結事業年度の末日現在の資本金の額又は出資金の
額、法人税法第２条第16号に規定する資本金等の額又は同条第17号の２に
規定する連結個別資本金等の額（保険業法に規定する相互会社にあっては
純資産額）をそれぞれの欄に記載します。

なお、「前期末現在の資本金の額又は出資金の額」の（ ）内には、当該事
業年度又は当該連結事業年度開始の日から６月を経過した日の前日現在の
資本金の額又は出資金の額を記載します。

この金額に100円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨ててく
ださい。
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第６号の３様式（その２）次葉

下段には、６号様式又は第６号様式（その２）の⑤欄の金額を記載してく
ださい。

次の算式により算定した金額を記載してください。

㉓欄の（ ）内の金額×税率
（税率は、前事業年度又は前連結事業年度の法人税割の税率を使用

してください。）

関係府県すべてに提出します。第６号の３様式（その２）と併せて提出してください。
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第１０号様式 【記載にあたって】

※ この明細書は、２以上の都道府県に事務所等を有する法人が、第６号様式、第６号様式（その２）、第６号の２様式、第６号の３様式（法第72条の48第２項

ただし書の規定により事業税の申告をする場合に係るものに限ります。）、第６号の３様式（その２）（法第72条の48第２項ただし書の規定により事業税の

申告をする場合に係るものに限ります。）、第８号様式又は第９号様式の申告書を提出する場合に、その申告書に添付して１通を提出してください。

関係府県すべてに提出します。

外形標準課税対象法人に係る記載の仕方です。

【分割基準】

（１）事務所等ごとに記載するほか、同一都道府県ごとにその小計を付してください。

（２）上段の（ ）内には、資本の金額又は出資金額が１億円以上の製造業を行う法

人の工場である事務所等について、法第72条の48第4項第1号ただし書の規定に

よって2分の1を加える前の従業者数を記載します。

（３）事務所等の固定資産の価額に1,000円未満の端数があるとき、軌道の単線換

算キロメートル数に端数があるとき又は電線路の電力の容量に千キロワット未満

の端数があるときは、その端数を切り捨ててください。

※ 本社と工場が併置されている場合、工場と支店等が併置されている場合には、

それぞれに属する従業者数は別行に区分して記載します。

【収入金額 ⑬】

（１） 1,000円未満の端数は切り捨ててください。

（２） 【法第72条の２第１項第２号に掲げる事業】

・電気供給業（小売電気事業等及び発電事業等を除きます。）、ガス供給業を行う法人

→ 第６号様式別表６の⑩欄の金額を記載します。

・ 生命保険会社又は外国生命保険会社等

→ 第６号様式別表７の⑤欄の金額を記載します。

・ 損害保険会社又は外国損害保険会社等

→ 第６号様式別表８の⑦欄の金額を記載します。

・ 少額短期保険業者

→ 第６号様式別表８の⑲欄の金額を記載します。
・株式会社日本貿易保険

→ 第６号様式別表８の㉓欄の金額を記載します。
【法第72条の２第１項第３号に掲げる事業】

→第６号様式別表６の⑩欄金額を記載します。

【資本金等の額 ⑫】

（１） 1,000円未満の端数は切り捨ててください。

（２） 第６号様式別表５の２の㉔欄の金額を記載します。

【付加価値額 ⑪】

（１） 1,000円未満の端数は切り捨ててください。

（２） 第６号様式別表５の２の⑪欄の金額を記載します。

【分割基準（単位＝ ）】

「（単位＝ ）」には、適用する分割基準の種類に応じた単位を記載します。

(１) 分割基準は、次に掲げる事業についてそれぞれ次に定めるところによります。

(イ) 製造業

課税標準額の総額を事業年度終了の日の事務所又は事業所の従業者の数に按分します。

なお、資本金の額又は出資金の額が１億円以上の製造業を行う法人の工場の従業者について

は、その従業者の数にその数（その数が奇数の場合には、その数に１を加えた数）の２分の１に相

当する数を加えた数により算定します。

(ロ) 電気供給業

次に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ次に定めるところによります。

(i) 小売電気事業

課税標準額の総額の２分の１に相当する額を事業年度に属する各月の末日（当該事業年度中

に月の末日が到来しない場合には、当該事業年度終了の日。以下同じ。）現在の事務所又は事

業所の数を合計した数に、課税標準額の総額の２分の１に相当する額を事業年度終了の日現在

の事務所又は事業所の従業者の数に按分します。

(ⅱ) 一般送配電事業、送電事業及び特定送配電事業

課税標準額の総額の４分の３に相当する額を事務所又は事業所の所在する道府県において事

業年度終了の日現在に発電所の発電用の電気工作物と電気的に接続している電線路の電力の

容量に、課税標準額の総額の４分の１に相当する額を事業年度終了の日現在において貸借対照

表に記載されている事務所又は事業所ごとの有形固定資産の価額に按分します。

※ いずれの道府県においても発電所の発電用の電気工作物と電気的に接続している電線路が

ない場合は、課税標準の総額を事務所又は事業所ごとの有形固定資産の価額に按分します。

(ⅲ)  発電事業

課税標準額の総額の４分の３に相当する額を事業年度終了の日現在において貸借対照表に記

載されている事務所又は事業所ごとの発電所の用に供する有形固定資産の価額に、課税標準額

の総額の４分の１に相当する額を事業年度終了の日現在において貸借対照表に記載されている

事務所又は事業所ごとの有形固定資産の価額に按分します。

※ 事務所又は事業所の固定資産で発電所の用に供するものがない場合は、課税標準の総額を

事務所又は事業所ごとの有形固定資産の価額に按分します。

(ハ) ガス供給業及び倉庫業

課税標準額の総額を事業年度終了の日現在において貸借対照表に記載されている事務所又は

事業所ごとの有形固定資産の価額に按分します。

(ニ) 鉄道事業及び軌道事業

課税標準額の総額を事業年度終了の日における軌道の単線換算キロメートル数に按分します。

(ホ) その他の事業

課税標準額の総額の２分の１に相当する額を事業年度に属する各月の末日現在の事務所又は

事業所の数を合計した数に、課税標準額の総額の２分の１に相当する額を事業年度終了の日現在

の事務所又は事業所の従業者の数に按分します。

(２) 分割基準を異にする事業を併せて行う場合には、主たる事業の分割基準によります。

なお、異なる分割基準が適用される場合には、それぞれの分割基準及び当該分割基準に係る分

割課税標準額ごとにこれらの数値を併記します。

(３) 法人が鉄道事業又は軌道事業とこれらの事業以外の事業とを併せて行う場合は、(２）にかかわら

ず、鉄道事業又は軌道事業に係る部分については(１)(ニ)に定める分割基準に、これらの事業以外

の事業に係る部分はこれらの事業以外の事業のうち主たる事業について定められた分割基準によ

ります。

【事務所又は事業所】

同一都道府県内に所在する事務所等ごとにその名称とその所在地の市町村

名を記載します。

【分割課税標準額 ⑭～⑳】

（１）事業税の「課税標準の総額」の各欄（⑨欄を除きます。）の金額を事業税の

「分割基準」の欄の合計の数値で除して１単位当たりの分割課税標準額を算出

し、当該１単位当たりの分割課税標準額に事業税の「分割基準」の欄の都道府

県ごとの小計の数値を乗じて得た額を記載します。

なお、１単位当たりの分割課税標準額を算出する場合において、当該除して得

た数値に小数点以下の数値があるときは、当該小数点以下の数値のうち当該分

割基準の総数のけた数に１を加えた数に相当する数の位以下の部分の数値を

切り捨ててください。

（２）各欄の金額に1,000円未満の端数があるとき、又はその全額が1,000円未満で

あるときは、その端数金額又は全額を切り捨ててください。

※ 電気供給業若しくは製造業、電気供給業、ガス供給業、倉庫業、鉄道事業

若しくは軌道業以外の事業の分割課税標準額を計算するため課税標準額を

二分した金額又は鉄道事業若しくは軌道事業とこれらの事業以外の事業とを

併せて行う法人の分割課税標準額を計算するため課税標準額をそれぞれの

事業に係る売上金額によりあん分した金額について1,000円未満の端数があ

るとき、又はその全額が1,000円未満であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨ててください。

【事業税（法第72条の２第１項 第１号・第２号・第３号 に掲げる事業）】
事業の区分に応じ、「第１号」、「第２号」又は「第３号」の該当するものを○印で囲んでください。

（１） 法第72条の２第１項第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う法人及び同項第２号
に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを行う法人にあっては、それぞれの事業に係る課税標準額の計
算の別を明らかにして記載し、それぞれの事業ごとに提出してください。
この場合において道府県民税については、いずれか一方の明細書に記載してください。

（２） 法第72条の２第１項第１号に掲げる事業、同項第２号に掲げる事業及び同項第３号に掲げる事業を併せ
て行う法人にあっては、各事業に係る課税標準額の計算の別を明らかにして記載し、同項第１号に掲げる
事業及び同項第２号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とに分けて提出してください。 この場合にお
いて道府県民税については、いずれか一方の明細書に記載してください。
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